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今回の成果 

“総額３兆円超”のリスクの管理 

①情報公開・・守秘義務（都市協約）の壁を打破 

 

②「コストは極力削減する」という基本原則が浸  

 透 

 

③総費用１．８兆円の上限を設定 

 

④ ４者（国内３者）による継続的な予算管理の  

 仕組みを合意 

 

⑤都庁とＩＯＣの直接対話 

都の３大施設の見直し 

①３施設で約４１０億円の削減 

 

②ＩＯＣ基準や競技団体の要望を鵜呑みにしない  

 姿勢を確立 

 

③都の入札の仕組みの改善余地を発見* 

 

④施設の運営・維持・管理への競技団体の協力   

 と関与を確認 

 

⑤競技団体がレガシー計画を提示 

 

 

 

 *詳しくは内部統制プロジェクトチームの報告を参照 
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９－１２月の各組織の変化* 

 ２０１６年９月以前      現 在      今後の課題 

ＩＯＣ ＩＯＣ基準を維持 
（施設、競技、放送など） 

・総予算の抑制策を助言 
・復興五輪の再確認 

・ＩＯＣ基準の見直し 
・分野別の効率化 
 のノウハウ提供 

都庁 施設建設に注力 

総予算を管理する意識
が希薄（権限に限界） 

着工済を含む都の施設建設
の見直し（まずは３大施設） 

組織委 主に大会期間中の運営
に関心 

・総予算の上限を設定・公表 
・公的資金１兆円の必要性を 
  表明 

国 費用管理と分担の議論に参
加 

ＩＦ 水泳連盟は座席数の削減を
受け入れ 

ＮＦ レガシー計画を作成（ボート・
カヌー、水泳、バレーボール
など） 

・国内３者に 
 よる共同コ 
 スト管理の 
 仕組み 
 
・運営コスト 
 の軽減策 

引続き４者で 
総コストを 
管理 
（定期協議） 

レガシー実現に
向けた努力 

（*あくまでも私見） 
3 



          施  設 
 事  項 海の森  水上競技場 有明アリーナ アクアティクスセンター 

落札業者 
大成・東洋・ 

水ｉｎｇ・日立造船ＪＶ 
竹中・東光・ 
朝日・高砂ＪＶ 

大林・東光・ 
エルゴ・東熱ＪＶ 

契約金額（いずれも予定価格を事前公表） ２４９．０億円 ３６０．３億円 ４６９．８億円 

応札者数  １者  ２者 ３者 

落札率 ９９．９％ ９９．８％ ８７．２％ 

技術点・価格点のアンバランス 
（技術点偏重） 

価格点   ０．０００７点 
技術点   ３６点 

 竹 中 Ｊ Ｖ     鹿 島 Ｊ Ｖ 
価格 ０．１１０  １．６５４ 
技術 ６０．０   ５３．４ 
合計 ６０．１１  ５５．０５ 

  大 林 Ｊ Ｖ   清 水 Ｊ Ｖ   大 成 Ｊ Ｖ 
価格 ７．６４６   ６．３２２   ０．１７５ 
技術 ５９．６    ５８．４    ５５．０ 
合計 ６７．２４   ６４．７２   ５５．１７ 

審査委員の構成 
（議決権を有する外部委員の存否） 

６名全員都職員 ５名中３名外部委員 同左 

都庁職員で構成する技術検討部会の設置と 
審査委員への詳細検討資料の交付 

－－－ 
内部職員部会による詳細な
検討・所見資料を事前交付 

同左 

基本設計数量・単価によるＤＢ契約 ✔ ✔ ✔ 

顕著な特徴 
１者入札 

著しく高い落札率 
審査の場に外部委員不在 

技術点偏重 
評価過程の不透明さ 
内部職員部会の関与 

同左 

出典：都政改革本部「内部統制プロジェクトチーム（特別顧問）」資料（２０１６年１２月２２日都政改革本部会議）の再掲 
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      オリンピック・パラリンピック３施設の入札上の問題点 




